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1．失業率は前月から 0.1 ポイント上昇の 4.6％ 

総務省が 1月 31 日に公表した労働力調査によると、11 年 12 月の完全失業率は前月から 0.1 ポイ

ント上昇し 4.6％となった（QUICK 集計・事前予想：4.5％、当社予想は 4.4％）。 

労働力人口が前月よりも 1万人増えるなか、就業者数が 3 万人の減少となったため、失業者数は

前月に比べ 3 万人の増加となった。失業者

の内訳を求職理由別に見ると、勤め先や事

業の都合などによる非自発的な離職によ

る者が前月から 2万人減少（11 月：109 万

人→12 月：107 万人）する一方、自発的な

離職による者が前月よりも 4万人増加（11

月：98 万人→12 月：102 万人）した。失業

者数は 2 ヵ月連続で増加したが、そのほと

んどが自発的な離職による者であり、失業

の中身がそれほど深刻化している訳では

ない。 

 

雇用者数の内訳を産業別に見ると、製造業は前年比▲6万人減（11 月：同▲15 万人減）と 4 ヵ月

連続で減少した。鉱工業生産は東日本大震

災後の落ち込みから夏場にかけて急回復

したが、その後はタイの洪水の影響もあり

一進一退の動きとなっている。こうした動

きが製造業の雇用に影響を与えている。そ

の他の産業では、建設業が前年比▲5 万人

減(11 月:同 7 万人増）、卸売・小売業が前

年比▲2 万人減（11 月：同 2万人増）と再

び減少に転じたが、医療・福祉は前年比 42

万人増（11 月：同 25 万人増）と増加幅が

大きく拡大した。 
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２．労働需給の改善傾向が鮮明となるが、地域間のミスマッチが残存 

厚生労働省が 1月 31 日に公表した一般職業紹介状況によると、11 年 12 月の有効求人倍率は前月

から 0.02 ポイント上昇し 0.71 倍となった(QUICK 集計・事前予想：0.70 倍、当社予想も 0.70 倍)。

有効求人数が前月比 2.0％と 8ヵ月連続で増加する一方、有効求職者数が前月比▲0.8％と 2 ヵ月連

続で減少した。 

有効求人倍率の先行指標である新規求

人倍率は前月から 0.04 ポイント上昇の

1.22 倍となり、新規求人数は前年比で二

桁の伸びを続けている。新規求人倍率は

リーマン・ショック前（08 年 8 月）に並

ぶ高水準となった。 

労働市場の需給関係を反映する有効求

人倍率は東日本大震災後も大きく悪化す

ることがなかったが、ここにきて改善傾

向が一段と鮮明となっている。 

 

新規求人数を地域別に見ると、直接の被災地である東北地方では、震災が発生した 3月は大きく

落ち込んだものの、4 月以降は復旧、復興に向けた求人増を背景に全国を大きく上回る高い伸びを

続けており、12 月は前年比 39.1％となった（全国：同 14.4％）。ただし、東北地方の新規求職申込

件数は全国と同程度の減少が続いているため、就職件数は求人数に比べると低い伸びにとどまって

いる。労働需給は全体としては明確に改善しているが、被災地域の求人増が必ずしも実際の就職に

結びつかないという地域間のミスマッチの問題は残存している。 

 

▲20%

▲10%

0%

10%

20%

30%

40%

1010 1011 1012 1101 1102 1103 1104 1105 1106 1107 1108 1109 1110 1111 1112

全国
東北

地域別新規求人数の推移（前年比）

(年・月）（資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」

▲25%

▲20%

▲15%

▲10%

▲5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

1010 1011 1012 1101 1102 1103 1104 1105 1106 1107 1108 1109 1110 1111 1112

全国
東北

（前年比）

(年・月）（資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」

地域別新規求職申込件数の推移

 
 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が

目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

0.55

0.60

0.65

0.70

0.75

0.80

0901 0904 0907 0910 1001 1004 1007 1010 1101 1104 1107 1110

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

有効求職者数（右目盛）
有効求人数（右目盛）
有効求人倍率

有効求人倍率（季節調整値）の推移 (千人）

(年・月）(資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」

（倍）


